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1.はじめに 

 

平成 12 年度都市計画法改正により、市町村都市計

画審議会（以下市町村都計審）の設置根拠が都市計画

法に示され、新たに「関係行政機関への建議」等の権

限が追加された。このことにより、都市計画において

市町村都計審の重要性も増したと言える。しかし、市

町村都計審や都道府県都市計画審議会（法改正前都市

計画地方審議会。以下県都計審）の役割や運用に関し

ては、以前から次章で述べるような問題が指摘されて

いる。法改正によってこれらの問題が解決されたかは

不明である。また、法改正により、新たな問題点が発

生している可能性もある。したがって、この時期に都

計審、特に市町村都計審の役割・運用方法を整理し、

それらのあり方を考察することは重要であろう。 

本研究は、現在の市町村都計審の運用実態を明らか

にすることを目的とし、九州全県の都市計画区域内の

市町村を対象に、市町村都計審の運用の実態把握のた

めのアンケート調査と分析を行なうものである。ただ

し今回は、現在回答が得られている、宮崎県（該当数

28）、熊本県（該当数 30）、大分県（該当数 18）の 76

の都市計画区域内の市町村のうち、63 の市町から得た

回答（宮崎県 28、熊本県 26、大分県 9。28 市 35 町）

を集計し、報告するものである。 

 

2.市町村都計審を取り巻く議論と調査項目の設定 

 

市町村都計審と県都計審に関し、法改正以前から指 
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摘されてきた問題を既往の文献から整理し、表－1 に

示す。問題は委員構成、地方分権、運営、機能、情報

公開に関わるものとして大別できる。また、同表にま

とめた文献の中では、データに基づいた論文は谷下ら

4）のもののみであり、その他の議論は個人の経験およ

び法的な解釈に基づくものが多い。都計審の問題点は

そもそも行政側が回答し難い性格を含んでおり、それ

ゆえデータに基づいた分析が困難であることが大きな

問題であった。 

これに対し本研究では、九州内の各県の協力を得て、

多くの市町村から回答を得ることができた。これは、

県自身も市町村都計審に大きな関心を寄せていること

の表れでもある。本研究は多くのデータを蓄積し、分

析を行なえる点で意義があると言える。 

表－1 に示す問題に対応して、アンケート調査項目

を表－2 に示すように設定した。委員構成に対しては、

各種委員の人数や選出方法、継続任期、審議の議論形

成等に関する質問とした。地方分権と市町村都計審に

関しては、議会との関係および決定における責任の所

在に関する質問を設定した。また市町村都計審の運営

に関しては、審議時間や事前面談の有無、委員に対す

表－1 都計審に関する議論・問題点の整理 
項目 議論・問題点 参考文献

・継続任期の長期化による議論の硬直化

・選出基準や選考方法の問題

・委員の高年齢化

・委員の中立性

都計審と議会との関係

・決定手続の透明性確保に関する議会への
  期待

・議会議決による民意の反映

都計審と首長との関係

・都計審答申と首長決定の関係

・都計決定の責任の所在

・任期と計画の継続性

・開催頻度・審議時間の少なさ

・事前面談が議論へ影響を与える可能性

・委員の意識向上の確保

・利害調整機能としての評価

・今後の市町村都計審に期待する機能

・行政のアカウンタビリティ

・住民参加の観点からの情報公開の重要性

・情報へのアクセシビリティの確保

都計審の情報
公開に関する
議論

1),2),3)

2),3),4),5)
6),7),8)

1),4),9)

1),2),3),4)
8),9),10)

1),2),4)

委員構成およ
び選出方法に
関する議論

地方分権と都
計審に関する
議論

都計審の運営
に関する議論

都計審の機能
に関する議論



る情報提供の有無等の質問を行なった。情報公開につ

いては、公開の有無、公開している情報の内容や公開

手段、今後の情報公開の方向を問っている。 

 

3.市町村都計審の運用実態 

 

 本稿では紙面の都合上、委員の構成、特に学識経験

者委員および住民委員の存在と構成を明らかにする。

また情報公開に関しては、議事録・議事要旨の公開、

市町村都計審の傍聴、委員名簿の公開、市町村都計審

開催の事前告知を明らかにするものである。 

 

(1)委員構成 

a)学識経験者委員の構成 

 市町村都計審の委員構成は、審議の内容や質に大き

な影響を与えると考えられる。そこでまず、学術的・

専門的な議論を担保すると考えられる、学識経験者委

員の構成について分析を行なう。 

 市町村都計審の学識経験者委員を、高等教育機関の

教員（以下教員委員）とその他の委員（以下その他委

員）に区別した上で、学識経験者委員中の教員委員の

割合別に自治体をカウントしたものを図－1 に示す。

図より、教員委員が一人も存在しない市町村都計審数

が 46（全体の約 73%）あり、多くの自治体では、その

他委員のみで審議を行なっている実態がわかる。 

まず、この教員委員の専門分野に着目する。図－2

は教員委員の専門分野の内訳を示す。都市計画や交通

計画を専門にしている者が最も多く、全体の 37.5%を

占める。その他は医療・福祉学関係、経済学関係、農

学関係など、多様な学問分野から任命されている。な

お、都市計画専門の教員委員が不在で、他の専門分野

の教員委員のみで構成される都計審も全体の 84.1％

（53 市町）存在する。これを一概に問題であるという

ことはできないが、都計審の存在意義としては、やは

り都市計画専門の委員の存在が望まれるところである。 

次に教員以外の学識経験者（その他委員）がどのよ

うな委員で構成されているのかを明らかにする。図－3

は、その他委員の職業の内訳を示す。農・漁業関係団

体と商工団体・金融機関から選考された委員がその大

半を占めるが、その他にも行政 OB、建築士、自治系

団体など、多くのカテゴリーから多様な委員が選考さ

れていることがわかる。政令においては、審議会委員
図－2 教員委員の内訳 

図－1 学識経験者中の教員委員割合別市町村数 

表－2 アンケート項目と設問内容 
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アンケート項目

・委員数（各種委員別）

・各委員の専門

・各委員の選出元

・通常任期（各種委員別）

・平均継続任期（各種委員別）

・平均通常任期（各種委員別）

・最長継続任期（各種委員別）

・行政関係OB委員の存在の有無

・選考方法・課題（各種委員別）

・高等教育機関教員委員数

・期待する役割、評価（各種委員別）

・地方分権進展後の議会と市町村都計審との関係

・地方分権進展後の議会と議員委員との関係

・都計決定責任の所在（首長or市町村都計審）

・平均開催頻度、平均審議時間、平均処理案件数

・最長審議時間と案件内容

・委員に対する情報提供、評価

・事前面談の有無、面談時期、審議資料配布時期

・常務委員、専門委員等の存在の有無

・臨時委員、専門委員の存在の有無

・都計決定主体別の案件数、審議詳細

・市町村合併の影響

・建議の有無

・都市計画に関する自由記入欄

（適切な運用方法を考える段階で判断するため）

・市町村都計審開催の事前告知

・委員名簿の公開の有無

・審議資料の公開の公開の有無

・市町村都計審の役割に関するPRの有無

・議事録・議事要旨の公開の有無

・議案の公開の有無

・市町村都計審の一般人の傍聴の可否

・市町村都計審の報道機関の傍聴の可否

・現在公開を検討中の項目

市町村都計審の機能
について

市町村都計審の情報
公開について

設問内容

委員構成について

地方分権と市町村都
計審について

市町村都計審の運営
について



は「市町村議会の議員」、「関係行政機関の議員」、「当

該市町村の住民」からそれぞれ選考されるといった、

枠が示されている。しかし、これらの枠で任命するの

が適当と考えられる者も学識経験者の枠で任命されて

いるとも言える。このことは、地方における専門家の

人材不足を反映しているとも考えられる。地方部の自

治体では、この事情の上で、学識経験者の選考を非常

に弾力的に運用しているとも言えよう。 

b)住民委員の構成 

 次に政令において規定されている｢当該市町村の住

民｣（以降、住民委員）に当たる委員に関して分析を行

なう。住民委員を条例に規定している自治体は 54 市町

あり、9 市町は規定がなかった。この 54 市町に関し、

住民委員の内訳を示したものが図－4 である。図中、

各市民団体は婦人会、消費者団体、まちづくり協議会

等を、産業系団体は商工会議所、農協、漁協等を、自

治組織系団体は、区長会、行政区会等を意味する。図

より明らかなように、自治組織系団体からの委員が全

体の 46.2%と最も多く、次いで各種市民団体（26.9%）、

産業系団体（13.8%）の順となっている。 

 区長等は地元の利害を代弁し、各種市民団体からの

委員はその団体の利害・関心を代弁することは可能で

あろう。しかし、委員個人が幅広く多様な関心を代表

するとは必ずしも言えない。この意味では、住民委員

の枠を拡大することや、都計審自体の公開性（住民と

の情報交換等）を高めることも検討されるべきだろう。 

 

(2)公開性に関する分析 

 市町村都計審に関する情報を公開することは、行政

のアカウンタビリティの観点から重要であり、また、

都市計画決定手続の透明性を高め、住民に都市計画に

関する関心を喚起するためにも重要であると考える。 

本研究では、①議事録・議事要旨の公開、②市町村都

計審の傍聴、③市町村都計審委員名簿の公開、④市町

村都計審開催の事前告知、⑤市町村都計審の役割に関

する PR について注目し、調査を行なっているが、こ

こでは①~③に関しする集計結果を示す。なお、③に

ついては公開手段も調査するために複数回答可とした。 

 表－3(a)に、議事録・議事要旨の公開状況を示す。 

図より、58.7％の自治体が公開を行なっていると回

答した。しかし、常に閲覧可能な状態での公開は 6.3％

のみであり、残りの 52.4％は、「プライバシーの保護」、

「地元の利害が絡むので原則公開に馴染まない」等の

理由から、情報公開請求または問合せに応じて公開し

ているのが現状である。また、非公開が 41.3％を占め

ることは、都市計画における都計審の役割の重要性に

照らしてみると問題は大きい。 

プライバシーの保護や地元の利害関係の問題があ

ることは理解できるが、一方で常に閲覧可能にしてい

る自治体も存在していることを考えれば、全く非公開

とすることに対し特別な理由はないとも言えよう。 

 表－3(b)に、一般人および報道機関の傍聴の公開状

況を示す。図より、いずれに対しても 70％以上が「原

図－4 住民委員の内訳 

表－3(a) ①議事録・議事要旨の公開 表－3(c) ②委員名簿の公開 

表－3(b) ③市町村都計審の傍聴 

図－3 その他委員の内訳 
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則非公開」である。その理由としては、「利害関係者を

排除することで公正を保つため」、「議事の混乱を防ぐ

ため」、「委員に余計なプレッシャーを与えないため」

とした回答が多く見られた。 

これらの理由から、公開を躊躇することは理解でき

る。しかし、審議会の重要性、審議の透明性の確保、

行政のアカウンタビリティを考えると、公開性を高め

ていく必要はあろう。既に一部の自治体では公開を行

なっており、プライバシーや審議の公正性の確保等に

留意しつつ、公開する方法も検討されるべきである。 

 最後に、市町村都計審委員名簿の公開状況を表－

3(c)に示す。図より、「公開なし」が 33.3％であり、66.7％

の自治体が公開している。公開方法を見ると、「問合せ」、

「情報公開請求」に応じて公開を行なっている自治体

はそれぞれ 46.0％、27.0％である。それらに比べて「広

報誌」など、比較的人目につきやすい公開手段で公開

を行なっている自治体は 3.2％と非常に低い。 

 委員名簿が非公開である理由としては、上述の理由

と同じと考えられる。しかし、都計審の持つ公共性、

社会に与える影響の大きさ等を考えると、審議に関わ

る者の情報の公開は重要であり、プライバシーに影響

を与えない範囲での公開も必要であろう。 

 なお、今回分析した①～③について、各自治体の担

当者に、今後の公開の方向性に関する考えを問った結

果を表－4 に示す。表より、「現状通り」と回答してい

る自治体が、どの項目も全体の 70％以上を占めており、

全体としては、担当者は今より公開する必要はないと

考えていることが読み取れる。市町村都計審が持つ重

要な役割、および都市計画は地方議会で審議されない

ことを考えると、自治体担当者の消極的な姿勢には疑

問があるところである。 

 

4．まとめと今後の課題 

 

 本研究は市町村都計審の構成と運用に関し、九州内

市町村にアンケート調査を行なったものである。その

結果、以下のことが明らかになった。 

(1)委員構成 

・学識経験者委員の中に教員委員が入っていない自治

体が 63 市町中 46 市町と多い。学識経験者委員の中

に都市計画を専門とする教員委員が不在である市

町村都計審が 84.1％存在し、都計審としては、都市

計画を専門とする委員の存在が望まれる。 

・市町村都計審の学識経験者委員枠は、専門家の人材

不足もあり、非常に弾力的に運用されている。 

・85.7％の自治体で住民委員を条例に規定している。

住民委員の内訳は、自治組織系団体からの委員が

46.2％と最も多く、次いで各種市民団体（26.9％）、

産業系団体（13.8％）となっている。 

(2)公開性 

・議事録・議事要旨は、52.4％が公開している。ただ

し、「情報公開請求または問合せで」に応じての公

開が、全自治体の 52.4％である。 

・都計審の傍聴については、一般、報道機関ともに 70％

以上の自治体が原則非公開である。 

・委員名簿については、66.7％が公開している。しか

し、その公開方法は、「問合せ」、「情報公開請求」

に応じてが、それぞれ全体の 46.0％、27.0％であり、

「広報誌」を用いた公開が全体の 3.2％と、積極的

な公開は十分とは言えない。 

・今後の公開の方向性としては、70％の自治体が、「現

状通り」と回答しており、担当者は公開性の拡大に

は慎重である。 
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表－4 今後の公開の方向性 
高める必要あり 現状通り 未記入
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報道機関の傍聴 20.6% 73.0% 6.3%
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